嘱託職員規程

第１条(適用の範囲)

　この規程は社団法人全国日本学士会（以下「本会」という）の嘱託職員に対し、就業及び待遇に関する事項のうち、正規職員と異なる適用を必要とする部分について定めたものであり、この規程に定めない事項については、すべて就業規則を準用するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第２条(嘱託職員の定義)

　　嘱託職員とは本会と本人が嘱託雇用契約を行い、その約定条件に従い本会の実務に従事するものをいう。

第３条(嘱託職員の区分)

　　嘱託職員は次の通り区分する。

①定年退職に引き続いて雇用の継続を願い出て、本会と職員代表との間で締結された嘱託雇用制度における選定基準等に関する協定書に規定される要件を満たし、本会との間で嘱託職員としての労働契約を締結した者。

②本会外から嘱託職員として雇用し、本会の委嘱する業務に従事する者。

第４条(雇用契約期間)

　　嘱託職員の雇用契約期間は原則として1ヵ年以内とする。

２．雇用契約は嘱託職員が７０歳に達した日の属する年度の３月３１日をもって終了するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　
第５条(雇用契約の更新)

　　嘱託職員の労働契約の終期は３月３１日とし、契約更新の条件については定年後継続雇用制度における選定基準等に関する協定書で規定する。

２．契約を更新する場合、本会は期間満了の１ヶ月前までに更新後の労働条件を文書により本人に通知する。

３．継続勤務を希望する者は期間満了日の前々月中に雇用継続願いを事務局長に提出しなければならない。

第６条(勤続年数)

　　嘱託職員の勤続年数は最初の嘱託契約による着任日より起算し、契約を更新した場合は前後の期間を合算する。

第７条(賃　金)

　　賃金は委嘱する業務に応じて本会が決定し、原則として昇給は行わない。

但し、契約更新の際または必要に応じ理事会の審議を経て賃金改定することがある。

第８条(賃金体系)

　　賃金体系は本給及び通勤手当とする。

第９条(賞与)

　　賞与の支給については個別の嘱託契約に基づき、その都度決定する。

第１０条(退職慰労金)

　　退職の場合は理事会の審議を経て退職慰労金を支給することがある。

 eq \o\ad(付　　　　　則,　　　　　　　　)
　　　この規程は平成２３年４月１日より制定施行する。
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